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新潟市老人憩の家小針荘指定管理者業務仕様書

１ 基本方針 

１ 施設設置目的 

老人の健康を保持し、その福祉の増進を図ることを目的とする。 

２ 管理・運営に関する基本理念、方針等 

(1) 新潟市老人憩の家条例に基づき、高齢者の健康の増進、教養の向上及びレクリエー

ション活動の支援をするための施設の提供。 

(2) 公の施設であることを念頭において公平で平等な利用の運営を行う。 

(3) 利用者や市民などの意見要望を管理運営に反映させること。 

(4) 新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例に基づき、正当な理由

なしに、障がい等を理由として、不利益な取り扱いをしないこと。また、障がいの

ある人が社会的障壁の除去を必要としている場合に合理的な配慮を提供すること。 

(5) 新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知

り得た情報について守秘義務を遵守すること。 

(6) 効率的かつ効果的な管理運営を行い経費節減に努めること。 

(7) 法令を遵守し、施設の管理運営を適切に行うこと。 

(8) 近隣施設、近隣住民等と良好な関係を構築するよう努めること。 

(9) 利用者の増加に努めること。 

２ 施設の概要、利用時間、休所日 

１ 施設の概要 

施設名 老人憩の家小針荘 

所在地 新潟市西区小針４丁目５番４１号

設置条例 新潟市老人憩の家条例 

設置年月 昭和５４年３月１日（一部、平成７年２月増設）

設置目的 老人の健康を保持し、その福祉の増進を図るため 

施設規模 
構造 木造瓦葺平屋建 

延床面積 ２９５．３８㎡

施設内容 

大広間（和室30畳）、中広間（和室24畳）、 

ワークルーム（和室12帖）、浴室・脱衣室（男女各１）、

トイレ（男女各１）、事務室（台所付属）、機械室、 

サンルーム

利用料金 

入浴施設を利用する者から利用料金を徴収 

１回100円、定期利用券（１か月券500円、６か月券3,000

円、１年券5,000円） 

特記事項 駐車スペースなし 
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２ 利用時間 

(1) 利用時間     午前 09 時 00 分から午後 4 時 30 分まで 

(2) 風呂の開設時間  午前 11 時 00 分から午後 3 時 00 分まで 

※ ただし、市長が特に必要があると認めるときは、臨時にこれを変更することが

できる。 

３ 休所日 

休所日は以下のとおりとする。 

○ 月曜日 

○ 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する国民の祝日 

（月曜日が祝日の場合は翌火曜日も休所日とする。） 

○ 1 月 2 日～ 3 日 

○ 8 月 13 日～15 日 

○ 12 月 29 日～31 日 

※ ただし、市長が特に必要があると認めるときは、臨時にこれを変更すること

ができる。 

３ 指定期間 

平成３０年１１月１日～平成３３年３月３１日（２年５か月） 

ただし、当該施設の管理を継続することが適当でないと認めるときは、期間の途中にお

いても指定を取り消すことがある。 

４ 法令等の遵守 

老人憩の家の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各項に掲げる法令・規定等

に基づかなければならない。 

なお、本指定期間中にこれらの法令・規定等に改正があった場合は、改正された内容を

仕様とする。 

(1) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

(2) 新潟市老人憩の家条例（昭和 40 年新潟市条例第 27 号） 

(3) 新潟市老人憩の家条例施行規則（昭和 52 年新潟市規則第 52 号）

(4) 新潟県公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置の基準等に関する条例（昭和 51 年新潟

県条例第 34 号） 

(5) 公衆浴場における衛生等管理要領等の改正について（平成 15 年厚生労働省健康局長

通知）  

(6) レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針について（平成 15 年

厚生労働省告示第 264 号）  

(7) 循環式浴槽におけるレジオネラ症防止対策マニュアルについて 
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（平成 13 年厚生労働省健康局生活衛生課長通知）  

(8) 新潟市個人情報保護条例（平成 13 年新潟市条例第 4 号） 

(9) 新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例（平成 27 年新潟市条例第

49 号） 

(10) 新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号） 

(11) その他運営に適用される法令 

５ 業務内容 

１ 施設の管理運営全般に関する事項 

(1) 管理責任者及び防火管理者を配置し、その者の氏名を報告すること。 

(2) 業務従事者に必要な研修を行い、その資質向上に努めること。 

(3) 業務従事者に必要な健康診断を受診させ、利用者及び業務従事者の健康を害さない

よう努めること。 

(4) 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、利用

者及び業務従事者の安全確保に努めること。 

(5) 衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。 

(6) 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応マニュアルを定め、緊急

時の連絡先等をあらかじめ新潟市に報告するとともに、避難・救出・応急救護その

他必要な訓練や講習を定期的に実施すること。 

また、市域で震度４以上を観測する地震が発生した場合及び大雨、洪水等の警報が

発表された場合は、施設の被害の有無を新潟市へ報告すること。 

(7) 新潟市が運用する環境マネジメントシステムに協力し、省エネルギー、省資源及び

廃棄物減量などの環境への負荷の低減に努めること。 

(8) 利用者からの苦情・要望には迅速に対応し、問題等を解決するための対応マニュア

ルを整備すること。 

(9) 施設利用者、施設等において、事故等発生した場合は速やかに処置し、新潟市へ報

告すること。 

２ 施設の維持管理に関する業務 

(1) 施設の適正な管理運営のため、施設の設備に関する保守管理業務を行うこと。 

(2) 施設、設備、備品等の維持管理に関すること 

A) 修繕等の維持管理は、指定管理者が行うこと 

修繕費の執行に当たっては、新潟市と事前に協議するとともに、修繕を行った場

合は新潟市に報告すること。 

なお、原則として５万円以上の修繕工事は新潟市において施行する。 

B) 常に施設を清潔な状態に保ち、管理上発生した廃棄物については、適正な分別を

行い、所定の場所に搬出するとともに、定期的な清掃等を実施すること。なお、

定期的な清掃業務は、他に委託して実施することができる。また、利用者には、

ごみの持ち帰りを徹底すること。 

C) 新潟市が指定管理者に貸与する備品は、善良なる管理者の注意をもって管理する
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こと。 

D) 備品に付随する消耗品は、適時、補充又は交換すること。 

E) 「公衆浴場における衛生等管理要領等の改正について」を遵守し、換水及び塩素

濃度管理等の適切な浴室衛生管理を実施すること。換水については、毎日換水を

原則とすること。また、塩素濃度測定は、１日２回以上を基本とすること。 

F) 施設賠償責任保険に加入すること。 

G) 新潟市が老人憩の家の一部を、行政財産使用許可又は行政財産の貸付として第三

者に使用させることがある。 

H) 施設の損傷及び滅失の届出 

指定管理者は、利用者等が施設等を損傷し、又は滅失したときは、直ちにその旨

を新潟市に届け出ること。 

３ 施設の運営に関すること 

(1) 施設の利用許可及び承認について 

新潟市老人憩の家条例（以下、「条例」という。）及び新潟市老人憩の家条例施行規

則（以下、「規則」という。）による。 

A) 個人の利用については、「老人福祉センター及び老人憩の家利用証」を確認し、

利用を許可する。 

B) 団体の利用については、団体の代表者から規則第２条に基づく「新潟市老人憩

の家利用許可申請書」を予め提出させ、申請内容を確認のうえ利用を許可する。 

(2) 施設の利用制限に関する事項 

A) 条例第４条各号に定める場合には、利用を許可しないことができる。 

B) 条例第１１条第１項各号のいずれかに該当する場合、又は管理上又は公益上の

理由により特に必要がある場合には、この条例の規定による許可を取消し、若

しくはその条件を変更し、又は行為の中止、現状回復、若しくは施設からの退

去を命ずることができる。 

(3) 入浴施設の利用に関する事項 

A) 条例第１７条の規定に基づき、入浴施設を利用しようとする者から、これに係

る料金を徴収し、利用を許可する。定期利用券の発行を受けた者が利用する場

合には、定期利用券を確認し、利用を許可する。 

B) 規則で定める特別の事由があると認める場合は、条例第１８条の規定に基づき、

利用料金の全部又は一部を免除することができる。 

※ 詳細は、【別紙 9】「老人憩の家 入浴利用料金徴収の手引き」参照 

＜入浴施設利用料金＞ 

区分 単位 利用料金の額 

定期利用券による利用以外の利用 １回 １００円

定期利用券 

１か月 ５００円

６か月 ３，０００円

１年 ５，０００円
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(4) 光熱水費等の支払いに関すること 

A) 光熱水費等については、経費の節減に努めること。 

B) 電気・ガス・上下水道等の光熱水費、燃料費、電話料金、テレビ受信料及び委

託料等は、指定管理者が指定管理料よりそれぞれの相手方に支払うこと。 

(5) 施設の設置目的を達成するための事業及び利用促進事業の実施に関する業務 

施設の利用者の実態に応じ、教養の向上、レクリエーション、心身の健康の増進

といった施設の目的に沿った事業や、利用促進のための事業（モデル的に多世代が

交流する内容も含む）を行うことができる。 

(6) 休所日又は利用時間の変更に関する業務 

 施設の管理運営上の理由により、休所日又は利用時間を臨時に変更する場合は、

あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

(7) その他憩の家の維持管理に必要な業務については、新潟市と指定管理者との間で別

途協議して定める。 

４ 防災・危機管理等に関する業務 

(1) 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応マニュアルを定め、緊急

時の連絡先等をあらかじめ新潟市に報告するとともに、避難・救出・応急救護その

他必要な訓練や講習を定期的に実施すること。 

(2) 憩の家は災害発生時において、避難所やボランティア活動拠点、物資集配等として

極めて重要な役割を担うことが想定されるため、開設準備等の初動対応も含め対応

に協力すること。 

５ 他施設との連携 

   施設の管理運営に関し、他の憩の家等類似の施設と相互に連携を図ること。 

６ 人員配置 

(1) 施設の管理運営におけるサービス水準の維持と経費の節減を考慮し、終日勤務者１

名以上及び半日勤務者１名以上の配置を行うこと。配置計画や配置図を年間計画の

もとに作成すること。 

(2) 職員の雇用について、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、その他の労働基

準に関係する法令を遵守すること。 

７ 広報 

市報にいがた及び西区だよりに掲載する場合、新潟市と調整のうえ掲載すること。 

６ 管理業務の達成すべき要求水準 

１ 評価体制と時期 

(1) 新潟市は、地方自治法第２４４条の２の規定により、指定管理者の管理する施設の

適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して、当該管理の

業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をす
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ることができる。 

(2) 指定管理者は、定期的に下記「２ 達成すべき要求水準」を測定し、評価を行うこ

と。水準値を達成できない場合、指定管理者は改善を図るための提案を行い、新潟

市の承認を得て実施すること。 

(3) 新潟市は、下記「２ 達成すべき要求水準」に基づき、定期的なモニタリング及び

毎年度末に評価を実施するとともに、その内容を公表する。 

２ 達成すべき要求水準 

【別紙 5】「公の施設目標管理型評価書」のとおり 

７ 運営経費及び立ち入り検査について 

１ 施設の運営経費 

  施設の運営には、新潟市が支払う指定管理料と入浴施設の利用者から徴収する利用料

金をもって充てる。 

２ 指定管理料 

会計年度は４月１日から翌年３月３１日までとし、指定管理料は、新潟市の財政状況、

前年度実績額、次年度の収支計画等を勘案の上、毎年度決定し、協定において定める。 

また、指定管理料の支払いは年４回に分割し、支払時期や方法についても協定にて定

める。 

３ 新潟市が支払う指定管理料に含まれる経費 

新潟市が支払う指定管理料は、人件費、共済費、消耗品費、運営活動費、電気料、ガ

ス代、水道料、下水道料、燃料費、電話料、テレビ受信料、修繕料、委託料とする。年

間の運営は、予算の各項目の金額以内で執行する。ただし、新潟市と協議の上、流用す

ることは可とする。 

４ 利用料金 

利用料金は指定管理者の収入とし、施設の運営経費に充てる。 

５ 経費の精算 

年度終了後、３０日以内に指定管理料の精算を行うこと。 

    人件費、管理費、事務費について、精算により残額が生じた場合は、残額を新潟市へ

戻入すること。ただし、この精算には当該年度の利用料金収入の１００分の５０に相当

する額を含め行うものとする。

６ 管理口座 

指定管理料及び利用料金は、団体自体の口座とは別口座で管理し、それぞれ区分して

整理すること。 
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７ 経理規定 

指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 

８ 立入検査について 

新潟市は、必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行う。 

８ 事業計画・実績報告等 

１ 翌年度の月ごとの事業計画書（行事計画書）及び収支計画書を作成し、３月末までに

新潟市の確認を得なければならない。 

２ 事業報告書（日、月、年報等）の作成  

    下表のとおり、事業報告書を作成し、新潟市に提出すること。 

区分 提出内容 提出期限 

月例報告書 管理日誌 翌月 10 日まで 

利用状況調べ 

利用料金の日別整理簿 

公衆浴場自主管理点検表 

四半期報告書 予算管理表 翌月 15 日まで 

年間報告書 入浴利用料金支出内訳表 年度終了後 30 日以内 

入浴利用料金年間管理表 

決算報告書 

随時報告書 事故報告書 事故発生後、速やかに 

変更届出書 変更しようとする日以

前 

その他、市が指示する事項 市が指定する日 

３ 年度終了後３０日以内に、実績報告書等の提出を行うこと。 

４ 適宜、調整会議を開催することがある。 

９ 物品の帰属等 

１ 新潟市が、指定管理者に対して指定管理料により物品（消耗品）を購入させるときは、

購入後の物品は指定管理者の所属に帰するものとする。但し、指定期間終了時において

は、協議により、新潟市に寄付するか否かを決定することとする。 

また、備品が経年劣化、破損及び不具合等により業務実施の用に供することができな
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くなった場合は、指定管理者が購入又は調達するものとする。また、購入に当たっては

新潟市とよく協議するものとし、指定管理期間の終了に際しては、新潟市又は次期指定

管理者に引き継がれなければならない。 

２ 指定管理者は、新潟市の所有に属する物品の管理については、関係法令の管理の原則

及び分類に基づいて行うものとする。また、指定管理者は、同法令に定められた物品管

理簿を備えてその管理にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に

新潟市に報告しなければならない。 

１０ 情報漏えいの防止、個人情報保護の取扱い 

 １ 秘密を守る義務 

指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。また、機密情報の取り扱いについてマニュアルを整備し、

従業員や再委託先に徹底させるなど必要な措置を講じること。 

 ２ 個人情報の取扱い 

   指定管理者は、個人情報漏えいの防止その他個人情報の適切な管理のためにマニュア

ルを整備し従業員や再委託先に徹底させるなど、必要な措置を講じること。また、指定

管理者の役員及び職員は、業務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当

な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。

１１ 損害賠償責任保険関係 

指定管理者の故意又は過失、施設の瑕疵等が原因で、利用者等に対し損害賠償を行う必

要が生じる可能性がある。その際、指定管理者の責めに帰すべき事由により損害が生じた

場合は、指定管理者に損害賠償義務が生じることから、原則として指定管理者は、施設利

用者等の身体・財物に対する損害賠償責任保険へ加入すること。 

１２ 利用者意見の把握、自己評価の実施及びモニタリング 

１ 利用者意見の把握 

  利用者の意見や要望を把握するため、利用者アンケートを実施するとともに意見箱等

を設置し、利用者の満足度の把握に努めること。また、結果を施設内に掲示し、その後

の施設の管理運営に反映させるとともに、新潟市に報告すること。 

２ 自己評価の実施 

指定管理者は、協定書及び管理業務仕様書などで定められた業務について、日報や月

報に記録するなど、施設維持関連の状況、施設の利用状況、苦情要望の件数、収支状況
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を把握し、自ら分析・評価すること。自己評価の実施により、管理運営の見直しや業務

の改善を行うこととする。 

３ モニタリング 

施設の管理運営に関し、指定管理者が新潟市とあらかじめ協議して定めたサービス水

準（※）を維持・向上しているかどうかについて、現地調査、あるいは月報や年次報告

書を確認することにより、業務実績の評価を実施する。評価結果により必要に応じ改善

に向けた指導・助言を行い、管理の継続が不適当と認められたときは、指定の取消しや

業務の全部または一部の停止を命ずることがある。 

※ 「６ 管理業務の達成すべき要求水準」に規定する【別紙５】「公の施設目標管理

型評価書」について、協定を結ぶ段階で、詳細について双方あらかじめ協議し

て定める。 

１３ 業務を実施するにあたっての留意事項 

業務の実施にあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

(1) 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体

等に有利或いは不利になる運営をしないこと。 

(2) 新潟市、他の老人憩の家等と連携を図った運営を行うこと。 

(3) 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、新潟市と

協議を行うこと。 

(4) 業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせないこと。

ただし、あらかじめ新潟市の承諾を得た場合はこの限りでない。また、業務の一部

を再委託する場合は、委託先及び契約金額を新潟市に届けること。 

(5) 各種規定がない場合は、新潟市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

(6) 次期指定管理者が円滑かつ支障なく、新潟市老人憩の家の業務を遂行できるよう、

引継を行うこと。 

１４ その他 

指定管理者は、この仕様書に規定するものの他、指定管理者の業務の内容及び処理につ

いて疑義が生じた場合は新潟市と協議し決定する。 


